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 厚労省の「医療計画の見直し等に関する検討会」は、地域医療構想自体が「新型コロナウイルス

感染症への対応を踏まえた今後の地域医療構想の進め方」として、当初予定していたスケジュール

の大幅な見直しが迫られる中、同様に「医療計画」の見直しに当たっても『新型コロナウイルス感

染症』への対応に踏み込まざるを得ず、検討を始めました。 

－10/1開催の第21回検討会で具体的な検討として『今後の論点』（現状・課題と新型コ

ロナウイルス感染症踏まえた医療提供体制構築に関する論点）が示されました。 
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現行の「医療計画」は 2018～2023年の 6年計画で、「中間年に見直す」とされています。そこへ、

新型コロナウイルス感染症の世界的パンデミック状態となり、従来の「医療計画」では一般医療や地

域医療との連携で位置づけられて来なかった「感染症」の医療体制を切り結んだ計画へと見直す必

要が生じているということです。しかし、一方では、地域医療構想の計画も 2025年を最終年の目標

として考えるのではなく、2040 年を見越した「人口の大幅な減少と、集中」に対応できる将来構想

を目標とする到達点の位置が変化してきています。つまり、日常における必要な医療提供は、当初の

計画以上に大幅に縮小が前提であるということになります。そうした前提の上に、「感染症」の医療

提供体制を加えていくということは、病床を増やさず、減らす中でも一般医療も感染症対応に転用

できるような制度と整備を構築して行くと言うことを狙っている様に予測されます！ 

 現状の設備とマンパワー体制では、そのようなことは到底出来ません！医療を守るために、現場

から意見を、要求をもっと大きくしていく事が求められます！ 


